
マンション管理は他人のため？
自分のためではありませんか！

前号の『関住協だより』５月号では、理事のなり手不足への対応について、いろいろな

方法を提案しましたが、今回は、そもそも、現に居住している区分所有者（あるいは、そ

の家族）が、元気で理事会活動に参加できるはずなのに、理事になりたがらない（あるい

は、輪番で回ってきても任期の間何事もなく嵐が過ぎ去るのを待っているような）現状に

ついて考えてみたいと思います。

最大の財産を他人任せにして平気ですか？
我々庶民にとって、おそらくその９割を超える人にとって、居住している分譲マンショ

ンこそ最大の財産です。半数位の人にとって２番目に大きな財産である自動車と比べても

一桁多額のケースがほとんどです。

管理組合の活動は、公益活動ではありません。民間の活動だが自分のための活動ではな

いと言う意味での共益活動でさえもありません。自分だけのためではないけれど、自分の

持分を含めた共有物を守っていく意味で自益活動に他なりません。自分のための活動、分

けても、自分の最大の財産でもあるマンションの管理を平気で他人任せにしておけること

が不思議でなりません。

自治会（あるいは、町内会）も住民の自治組織であるはずですが、住民間の親睦を図る

活動もある一方で、活動のかなりの部分が行政の下請的な仕事になってしまっている。だ

から、「こんなことやってられない」と拒否したい気持ちも分かるのですが、管理組合の

活動は、親睦を図る訳ではなく、まして、行政の下請ではなく、自分の財産を守ることが

最大の目的です。

戸建住宅の管理より楽！
戸建住宅の場合、建物に生じた問題の解決は全部自分で

処理しなければなりません。壁の塗替えが必要になった。

雨漏りがした。配管に亀裂が生じた。等、問題が生じる毎

に、どんな工事が必要か、工事は誰に頼むか、金額の交渉、

費用の支払い、等々全部自分で処理しなければなりません。

理事が輪番で回ってくる１～２年の間で考えれば、戸建て

の場合には、たまたま何も起こらない期間もあるでしょう
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が、１０年２０年といった長いスパンで見ていくと必ず問題が生じてきます。

これに対し、分譲マンションの場合、例えば１０回に１回輪番で回ってくるとしても、

４０～５０年同じマンションに住んでいて、理事になっているのはその内わずか数年程度

です。その数年間だけは普段より忙しいことになるかも知れませんが、その時でさえ、自

分一人で決める必要はなく、複数の人達と相談しながら決めていける。マンション管理士、

建築士、弁護士といった専門的知識を有する者の活用も推奨されている。戸建住宅を管理

することに比べれば、どれだけ楽ができるでしょうか？

第三者管理には反対
忙しいから理事はできないと言っている人は、たくさん見てきましたが、忙しいと言っ

て理事を断った人や忙しいけれども無理無理理事を引き受けた人が過労死したケースには

中々巡り会えません。他人のためだと思うからやりたくないと思うのかもしれませんが、

自分のためだと考えて、忙しくても回ってきた時は、喜んで引き受けてください。

超高齢化に伴い理事をできる人の数が絶対的に減ったのなら、究極的には理事の数を減

らしても良いのです。そして、管理委託しているのであれ

ば、その管理会社を「手足」のように使って、理事会は

「頭」の役割をすれば良いのです。理事会の構成メンバー

に管理会社や管理会社の息の掛かった者を入れること（い

くつか提示されている第三者管理の方式のなかで、一番ま

しだと思われる方法）についても、関住協は反対していま

す。「頭」の中に一人でも専門家（と称する人）が混じれ

ば、知識の浅い（と言われる）人たちは言いくるめられて

しまうかも知れません。

現在、法務省の法制審議会区分所有法制部会で進められている区分所有法の改正論議の

中で、建替え決議や敷地売却決議などを決議しやすくするために、多数決の割合を小さく

したり、行方不明者などを決議の分母に加えないなどの動きが顕著（別掲、詳述）になっ

ていますが、区分所有者の意識改革・意識向上が、多数決要件の緩和などより、はるかに

マンション管理に有益であることは言うまでもありません。
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関住協では、事務所で事務のお手伝いをしていただける方を１名募集します。
〇業務内容 一般事務（経理事務、電話受付を含む）※専門的な知識は不要です。
〇勤務場所 関住協事務所（大阪市中央区南船場1-13-27 アイカビル4階）

※大阪メトロ堺筋線長堀橋駅下車 １番出口徒歩約５分
〇勤務時間 平日午前１０時～午後５時。週に１～２日。
〇賃金等 時給1,023円。交通費支給。
業務内容はむずかしくありません。
まずは事務所までお電話ください。 ☎ ０６－４７０８－４４６１
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● テーマ 駐車場問題を考える
近年、若者の車離れや高齢者の運転免許証返納などにより、空き
駐車場が増えてきています。一方で、とくに機械式駐車場の場合、
ワゴン車など大きなサイズの車は駐車できないなどの実態もあり
ます。空き駐車場の増加による駐車場使用料の減少は、管理組合
の会計にとって深刻な問題です。
問題点とその解決策や留意すべき点について勉強します。

● 日 時 9月30日（土）午後１時30分～３時30分
● 方 法 Zoomによるオンライン開催
● 定 員 30名
● 参加費 無料
● 主 催 特定非営利活動法人集合住宅維持管理機構

NPO法人 マンション管理支援の関住協
● 講 師 関住協 世話人
● お申し込み 集合住宅維持管理機構のホームページ

（https://www.kikou.gr.jp）をご覧のうえお手続きください。

マンション管理実践講座 のお知らせ

事 務 所 員 募 集 !



☆☆ 相談室から ☆☆
～ マンション管理の全体って？ ～

マンションという分譲共同住宅は、わたくしたちの生活の基盤となっています。そのマ

ンション管理ってひと口にいうけれども、一体どうなっているのでしょう。

マンション管理の全体像をざっと把握してみて、わたくしたち自身がどんな役割を果た

せばよいのか少し考えてみましょう。

自主管理や委託管理があり、様々な管理形態があるかと思いますが、管理会社への全面

委託を事例にして図に表してみました。

【 マンションの構成(体制)と業務(役割) 】

【管理組合運営に関係する 組織・人 と 役割】（前の図と見比べてください）
総 会：区分所有者（組合員）全員によって構成し、基本的な意思決定をする管理組合の

最高機関です。
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理事会：理事によって構成（理事長も理事として含まれます）し、総会から委任を受けて、

個々の業務の意思決定を行います。

理事長：対内的には、理事会の長であり業務を執行します。対外的には、管理組合を代表

して契約等を行います。

監 事：理事が行う業務を監査します。業務監査権限と会計監査権限があり、理事会に出

席し、必要な場合には意見を述べなければなりません。

専門委員会：理事会の権限の範囲内で、理事会からの調査または検討の要請（諮問）を受

け、理事会に結果を具申します。

以下は、管理組合の構成員ではありませんが、管理組合の業務を支援しています。

管理会社 施工業者 専門的知識を有する者（マンション管理士等マンション管理に関す

る各分野の専門的知識を有する者）

【わたくしたちが行うべきこと】（前の図と文から分かること）
意思決定（ものごとを決める）をするのは、あくまで管理組合（総会や理事会など）で

す。管理会社などほかの人・組織は、この意思決定にしたがって実務や支援を行うという

役割です。

つまり、わたくしたち区分所有者や役員は、自分たちのマンションをよりよくしていく

ために、ほかの誰のためでもない自分たちのために、自主的にものごとを判断し決めてい

くことが非常に大切です。（時に専門的な分野では、専門家からの意見・情報をうまく取

り入れることも必要です。）

また、管理組合においては、わたくしたちみんながその活動に関心を持ち、みんなの声・

意見が適切に反映されるようにすることが重要です。管理会社への委託業務についても、

役員がその立場でチェックすることはもちろんのこと、わたくしたちも、例えば清掃業務

はきちんと行われているかなど、普段から意識して目を光らせておくことが大切です。
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現在、法務省の法制審議会区分所有法制部会から提案されパブリックコメント募集中

（９月３日締切）の区分所有法の改正試案には、いろいろな問題があると思いますが、今

回は、紙面の都合上、もっとも問題になっている建替え決議の要件が緩和されようとして

いる点について、考察してみたいと思います。

現行法では、区分所有者及び議決権の各５分の４以上の決議が必要ですが、これを原則

各４分の３で、地震・火災・外壁剥離など客観的事由のある場合には各３分の２に引き下

げる。あるいは、原則各５分の４のままにして、同じく客観的事由のある場合には各４分

の３に引き下げるなどの案が提案されています。

昨年施行された管理計画認定制度により管理組合のソフト面の強化が図られ、適切な管

理を行っている管理組合を公示することにより、優良な管理組合の推奨＝見える化が進め

られています。

このような状況の中で、決議を通しやすくするためにハードルを下げれば解決するとし

て、多数決要件の引き下げを行うことは、こうした管理組合の足腰を強くしようという流

れに逆行しています。

客観的に決議が不可能な状況を防ぐために、事実上議決権行使不能の議決権（行方不明

や相続人不確知）を分母から差し引くことについては、やむを得ないと考えています。行

使不能の議決権数が相当数にのぼった場合、決議自体が不能になる恐れも考えられるので、

分母から差し引くことについては同意しますが、通常の健全な

活動を行っている管理組合についてまで多数決要件を引き下げ

ることについては反対です。

多数決の割合を原則５分の４から引き下げることについては

反対ですが、危険性が大きい等により建替え等現建物の取り壊

しが喫緊の課題の場合は、例えば４分の３に引き下げる場合も

あり得るでしょう。その場合でも、裁判所の確認を経る、国又

は地方自治体が分譲マンション管理組合に対し調査、指導・助
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― 区分所有法制改正の審議 ―

建替え決議の要件緩和の動きについて



言及び勧告を行う等、管理不全の状態が存することの他に、管理不全の状態が存している

ことを公の機関が認定する必要があります。

客観的事由が存することだけを要件にし、そのことを公の機関が認定するとの要件を要

しない場合を認めると、平成１５年施行前に存した区分所有法第６２条「老朽、損傷、一

部の滅失その他の事由により、建物の価額その他の事情に照らし、建物がその効用を維持

し、又は回復するのに過分の費用を要するに至ったとき」という所謂「過分の費用要件」

が存したことで、総会で建替え決議が議決された後に、過分の費用等の要件の有無につい

て争いが生じて、建替え工事が遅れた事例がありました。決議に至るまでは回り道のよう

に見えても、決議の後に、早急に工事を進めたい建替デベロッパーや建替決議賛成者、決

議には賛成しなかったものの議決された以上、建替えには応じようとする者など多くの者

の期待に反して、法解釈を巡って長く裁判ざたが続き、決議の実行が遅れてしまうことは

避けなければなりません。

そもそも、管理不全につき公の機関の認定等を受けることが煩わしいのであれば、本則

どおり５分の４の賛成を目指せば良いのであって、行方不明等による議決権を総数から差

し引くだけでも従前より決議は通りやすくなる一方で、現実に建替えを行うには５分の４

どころかそれをはるかに超える人たちの自発的な賛同が得られなければ、実際の建替えは

なかなか進まないのも現実であって、ただただ決議要件というハードルを下げることだけ

でなく、決議の実行性を図ることも必要です。

沿革的に言えば、昭和５８年の改正法以前は、民法の原則どおり共有者全員の賛成によ

るしか方法はありませんでした。しかしながら、区分所有者の中にたった一人でも、議決

権行使不能者（行方不明、相続人不確知、意思能力欠如であるにも係わらず成年後見人が

選任されていない等）がいる場合に、書面決議が行えないことからも、全員一致の要件は

実情に即していないことは明らかですが、その問題は、はるか昔の昭和５８年に多数決要

件を取り入れたことで解決しています。これ以上決議要件のハードルを下げることは、建

替えの実行性を高めるものでは決してなく、かえって管理組合の足腰を弱めてしまう結果

を招来することから、原則５分の４の要件を変更することには反対します。
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ちがいさがし

上の絵と下の絵で８つのちがいがあります。

（印刷ムラなどの微妙なちがいは除きます。）
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回答は、はがきに下の絵を貼り付け、ちがう

箇所に○印をつけてください。

住所、氏名、年齢、さらに余白にこの号をお

読みになった感想などもお書きのうえ、表紙

に記載の関住協宛お送りください。

締め切りは8月18日(金)必着です。

正解者の中から抽選で、5名の方に図書カー

ド（500円分）をプレゼントします。

発表は、図書カードの発送をもって代えさせ

ていただきます。

なお、いただいたご感想などは、いくつかこ

の紙面でご紹介させていただきます。

編集部から 前回の「ちがいさがし」に

は21名の方から回答が寄せられました。

次のようなコメントも記されていました。

「いつも楽しく拝読しています。「高齢者

の骨折は介護の始まり」本当ですね。私も

食べ物に気をつけ、散歩、運動で筋力貯金

をしています。一日一万歩は無理でも、50

00歩位は歩くように心がけています。今の

所、続いています。」（宝塚市.73歳）

「相談室員のつぶやきを読んだところ、自

分自身並びに我がマンションの実情をまさ

しく反映しており、うんうんとうなずきな

がら拝読しました。とりわけ理事選任が問

題化しており、理事手当の支給も含め実施

していますが、必ずしも有効な方法になっ

ていないのが現状です。」（吹田市.79歳）


